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はじめに  
 1999 年にユーロが導入されて以来，ユーロの国際的使用は様々な面で増加している．多くの面

でドルに次ぎ，円をはるかに上回る使用が見られる．もっともユーロのシェアが高い地域のほと

んどがユーロ・エリア（ユーロ域）近隣に位置する国々である．このように国際通貨としてのユ

ーロは，グローバルな国際通貨であるドルとは異なり，強い地域的パターンを特徴とする地域的

国際通貨であることが明らかにされてきた1．ユーロの地域的国際通貨としての性格は既に示され

ているが，本稿では最新資料を用いてユーロの現状を示したい． 
 国際通貨としてのユーロの特徴は，地域的であると同時に，ユーロの国際化に対する公的レベ

ルでの国際通貨機能の影響が強い．特に 2004 年 5 月に EU への加盟を果たした諸国の多くにこれ

は当てはまるであろう．これら諸国は EU 加盟，そしてその後のユーロ導入をにらみ，為替相場

制度をユーロ指向に移行させていった．ユーロを為替相場制度に組込み，ユーロへの為替レート

連動性が高い国の多くはユーロ・エリア近隣地域に位置し，EU との経済的，歴史的，制度的なつ

ながりを持っている． 
 また，貿易分野での交換媒介機能として，貿易契約・決済通貨から見たユーロの国際通貨とし

ての特徴を明らかにする．貿易契約・決済通貨とは，当該通貨発行国の関与しない第三国間国際

貿易取引の契約や決済に用いられる通貨である．貿易契約・決済通貨としてのユーロの使用は増

大しているが，多くはユーロ・エリアとの貿易においてであり，第三国間貿易で用いられるのは

ユーロ・エリア近隣地域が中心である． 
 同時に，国際通貨論では民間レベルでの交換媒介機能，特に為替媒介通貨が一般に重視される．

当該通貨発行国の関与しない第三国間取引で使用されることが国際通貨としての特徴であり，為

替媒介通貨は直接取引のない 2 つの通貨の交換媒介として銀行間取引で使用されるため，スポッ

ト市場の銀行間取引を見ることによってその役割を捉えることができる．以下では銀行間スポッ

ト取引の分析によって，為替媒介通貨としてのユーロの現状を示す．本稿では BIS や調査に参加

した各中央銀行による 2004 年 4 月時点の外為市場調査結果を用いて 2004 年 4 月時点の銀行間ス

ポット外為取引におけるユーロの実態を分析し，その地域的な傾向を検証する．  
本稿では地域的国際通貨としてのユーロの最近の展開を 3 つの指標で示すことにする．第 1 は

アンカー通貨としてのユーロ，第 2 は貿易契約・決済通貨としてのユーロ，第 3 為替媒介通貨と

してのユーロはである．まず 1 でアンカー通貨としてのユーロの地位とその近年の地位上昇が地

域的であることを示す．次に 2 で貿易契約・決済通貨としてのユーロの状況を示す．さらに 3 で

外為市場におけるユーロの現状を取上げ，為替媒介通貨としてのユーロの発展はユーロ・エリア

近隣のヨーロッパ地域に限定的であることを示す．以上のような 3 つのレベルの分析によって，

ユーロを国際通貨とする領域（ユーロ・ゾーン）とそれ以外の地域におけるユーロの国際的地位

を示す． 
 
1 アンカー通貨としてのユーロ 
1.1 中東欧諸国の為替相場制度におけるユーロ （表 1，図 1 参照） 
 2005 年 5 月現在，世界で 50 カ国が通貨をユーロに対して安定．（表 1 参照）この 50 カ国のう

ち，部分的にユーロをアンカー通貨とする国を除外すると，44 カ国がユーロを国際通貨とするユ

ーロ・ゾーン（ユーロ圏）：これらは西欧の小国や中・東欧諸国，西バルカン諸国，地中海諸国の
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一部やアフリカの旧植民地の諸国で，ユーロ・エリアに地理的に近いか歴史的つながりのある国

がほとんど．グローバルなアンカー通貨である米ドルとは対照的．また，多くの国が EU との制

度的なつながりを持つ：EU 加盟や連合協定，パートナーシップ協定など． 
 中・東欧諸国のほとんどは 1990 年代以降，為替相場制度にユーロを組み込んでいる．（図 1 参

照）ユーロの役割はマルク，ないし ECU の継承であるが，1990 年代前半と比較すると 2004 年 7
月時点では 14 カ国のほぼ全てでユーロが単独のアンカー通貨となっており，ユーロのアンカー通

貨としての地位上昇が明確になる．これにはユーロ・エリアや EU との貿易，直接投資，そして

制度的結びつきに関する考慮があったと見られている2． 
 もっとも，EU に新たに加盟した国はデンマーク，スウェーデン，イギリスと異なり，将来の

EMU 参加（ユーロ導入）が義務となっている．よって，ユーロ・エリア（ユーロを法貨として使

用する領域）の拡大はユーロ・ゾーン（ユーロを国際通貨とする領域）の縮小につながることに

なる． 
 
1.2 その他の国の為替相場制度におけるユーロ （表 2 参照） 
中・東欧諸国以外のユーロ・ゾーン諸国は「ユーロタイム・ゾーン ETZ」ETZ 諸国3：西バルカ

ンの 5 カ国4，ヨーロッパ部分の CIS8 カ国5，中東と北アフリカ（MENA）19 カ国6，サブサハラ・

アフリカ 49 カ国7．ETZ 諸国は地理的近接のみならず，EU 諸国と深い歴史的，経済的，制度的つ

ながりを持つ．ETZ 諸国の 81 カ国中 29 カ国がユーロへリンクした為替相場制度で，マルクやフ

ランなどユーロ先行諸通貨からユーロへ移行．（表 2 参照） 
 
1.3 外貨準備，介入通貨としてのユーロ  
 ユーロの地域的国際通貨としての傾向は外貨準備などに影響．外為準備では 2003 年末，先進工

業国でユーロのシェアは 20.9%へ 1998 年のマルクの 13.1％，ユーロ先行諸通貨合計の 16.8％より

上昇した8．2003 年の外為準備増加の約 78％（4850 億ドル）は日本やアジアの新興経済諸国によ

る9が，これら諸国のドル志向のため，世界全体としてのユーロ建準備増加は少なかったと見られ

る．地域別に見ると，外貨準備保有高上位 7 位までを占めるアジア諸国の準備の大半はドル建で

ある10．一方，「新興ヨーロッパ」でユーロのシェアは平均約 50％と高い11． 
 介入通貨に関しても，通常はアンカー通貨を用いて介入されるため，中・東欧の新規加盟国の

多くで介入通貨はユーロと見られる．また，ルーマニアと西バルカン諸国では，ユーロに対して

為替相場を安定させるための活発な介入が見られた12ため，介入通貨はユーロであろう． 
 
2 貿易契約・決済通貨としてのユーロ 
2.1 ユーロ・エリアの対域外貿易における機能 （表 3 参照） 
 ユーロ・エリア 8 カ国の域外との貿易においてユーロで契約・決済する割合は徐々に上昇．（表

4 参照）ドイツのマルク建貿易のシェアは，1995 年の輸出で 74.7％，輸入は 51.5％．→2003 年の

ドイツの対ユーロ・エリア域外ユーロ建財貿易比率は，輸出で 63.0%，輸入で 55.2%と低下．ただ

し，マルク建輸出シェアの高さは，ドイツの西欧諸国に対する輸出でマルク建比率が高かったこ

との反映13．よってドイツの対ユーロ・エリア域外輸出におけるユーロ建輸出シェア低下は，これ

を反映していると思われる． 
 しかし，対米財輸出におけるユーロ建輸出のシェアは，2003 年 9 月の値でドイツは 26.7%と低

い．（表 3 参照）ドイツは 1995 年のマルク建対米輸出 62%14と比較すると，大幅な低下． 
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2.2 第三国間国際貿易におけるユーロ （表 4，図 2 参照） 
 貿易の契約・決済通貨としてのユーロの役割の発展は，貿易相手の一方がユーロ・エリアであ

る貿易においてである．例えば，2004 年の日本の対 EU 輸出は 54.8％がユーロで契約・決済され

たが15，日本の全輸出ではユーロのシェアは 10％以下．（表 4 参照）さらに日本の対米輸出ではユ

ーロ建のシェアは 0.1%と，顕著に低い．これはイギリスも同様．2001 年の対ユーロ・エリア輸出

でユーロが使われる割合は 36%と，前年より 10%ポイントも上昇したが，対米輸出でのユーロ利

用は 1%以下と，ほとんど利用されていない16． 
通貨が国際貿易で利用されているかを見る指標として，国際化率がある17．マルクの国際化率

は 1.4 と，1 以上なのでドイツ以外の国の輸出でマルクが利用されたといえる18．しかしながらユ

ーロは，日本とイギリスの数値が示す限りでは第三国間国際貿易を媒介しておらず，グローバル

な国際通貨としての要件に欠けている． 
 ユーロ・エリア域外でユーロの役割が大きいのは，中・東欧諸国．（図 2 参照）ユーロで契約・

決済される貿易の割合は 2003 年時点で平均 64%と高い19．またユーロで契約・決済の割合が，輸

出入ともユーロ・エリアとの貿易割合を上回る．よって，これら諸国ではユーロは対ユーロ・エ

リア貿易以外，つまり第三国間貿易の契約・決済にも使用されていると見ることができることを

示している20． 
 そのほかユーロ・エリアに地理的に近接している地域では，デンマークのユーロのシェアは低

く，また，第三国間貿易の契約にユーロが使用されていると見なすことは難しい．チュニジア，

ウクライナでユーロで契約される貿易のシェア上昇が見られた．近隣地域以外では，オーストラ

リアや韓国はユーロで契約される貿易の割合が 10%以下と，ほとんど使われていない21． 
このように，ヨーロッパやヨーロッパ周辺地域を除くと，ドル建の貿易が支配的．よって貿易

契約・決済通貨としてのユーロは，中・東欧諸国に限定された国際通貨ということになる．しか

し前述のように EU に加盟した中・東欧諸国は，近い将来ユーロを導入し，ユーロ・エリアに入

ることが予定されている．そのため為替媒介通貨と同様の状況が貿易媒介通貨としてのユーロも

対しても予想できることになる． 
 
3 為替媒介通貨としてのユーロ 
3.1 2004 年 4 月時点のグローバル外為市場におけるユーロ （図 3，表 5 参照） 
 以下では 2004 年 4 月時点の銀行間スポット取引を取上げ，為替媒介通貨としてのユーロの実態

を，BIS による最新の「外国為替市場と OTC デリバティブ市場に対する中央銀行サーベイ」を用

いて分析する． 
 グローバルレベルでの銀行間スポット取引において，2004 年のユーロのシェアは 1998 年のマ

ルクとほぼ同じであった．（図 3 参照）取引相手別に見ると，ユーロ対価取引のシェアは銀行間取

引で最も高い．通貨ペア別に見ると，銀行間スポット取引において最も取引が多いのは USD/EUR
で，1998 年の USD/DEM を上回った．ほぼ全ての取引が USD 対価となっている．EUR 対価取引

（USD/EUR 含む）は USD 対価取引のシェアの半分超で，1998 年とほぼ変わらない．EUR 対価取

引のほとんどが USD/EUR で，EUR/その他は全取引の 14.1％しかない． 
ここで為替媒介通貨としてのユーロとマルクを比較したい．前述のように，グローバル銀行間

スポット取引におけるマルクとユーロのシェアは同程度である．しかし通貨ペア別に見ると，ユ

ーロにとり，取引に占めるドルのウェイトは大きく，また増大している．（表 5 参照）また，ドル
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以外の通貨との取引では，マルク/非ドル取引のシェアよりユーロ/非ドル取引はかなり低下した．

一方ドルに取り，ドル対価取引に占めるユーロのウェイトはマルクと比較してそれほど変化がな

く，USD/非マルクも USD/非ユーロもほぼ同じシェアである．グローバルレベルでの為替媒介通

貨としてのユーロの機能は，ユーロ対価取引の多くがドルで非ドル取引は限定的であることより，

ドルに次ぐが大きいとはいえないであろう． 
 
3.2 ユーロ・エリア近隣地域外為市場におけるユーロ （図 4 参照） 
 以下では伝統的外為取引の内，スポット取引に分析の焦点を絞る．各国別にスポット取引（デ

ータのある国は銀行間取引）を分析することで，為替媒介通貨としてのユーロの現状を示す． 
ユーロ・エリア諸国：ユーロ・エリア諸国スポット取引で最も大きなシェアを占めるのは，ド

ルとユーロで，ポルトガルを除きドル対価取引がユーロ対価取引のシェアを上回った．また通貨

ペアでは USD/EUR が最大で，取引の過半を占め，さらにシェアを上昇させた．ユーロは主にド

ルと取引され，EUR/その他は多くの国で相対的にシェアを落とし，USD/その他取引とほぼ同じシ

ェアであった． 
ユーロ・エリア域外既存 EU 加盟国：デンマークとスウェーデンでもスポット市場におけるユ

ーロ対価取引，対自国通貨取引両方でユーロのシェアは 60~80%と高く，またドルを上回った．

ERMⅡ参加のデンマークではクローネとユーロのヘッジの必要性は減少し，他通貨とのエクスポ

ージャーのヘッジにはユーロが用いられている22．スウェーデンのスポット市場インターバンク取

引で，クロス取引に用いられるのはユーロである23． 
 EU 新規加盟国：チェコ，ハンガリー，スロベニアではユーロ対価取引がドルを上回り，また対

自国通貨取引に占めるユーロのシェアも 80~90%と高い．しかし同じ新規加盟国でもリトアニア，

ラトビアでは逆にドルのウェイトが 80~90%と高く，ポーランドもドルがユーロをやや上回る．リ

トアニアは 2002 年 2 月までのドルを準備通貨とするカレンシー・ボード維持と主要産業に石油精

製があること，ラトビアは民間金融取引におけるドルのシェアの高さや貿易相手国としてユー

ロ・エリアが高くはないことが影響していると見られる．もっとも，対自国通貨取引に占めるシ

ェアではユーロが高く，リトアニアではほぼ全て，ラトビアでも半分がユーロである．ポーラン

ドでは非金融顧客取引でユーロが高く，ポーランド企業の国際貿易の通貨構成を反映すると見ら

れている24． 
 その他のヨーロッパ諸国：ノルウェーのスポット取引は，EUR41.2%，USD26.4%，NOK20.8%
という通貨構成である．スイスの銀行間スポット取引では，対自国通貨取引のユーロとドルはほ

ぼ同じである．一方，ロシアの銀行間スポット取引ではドルが圧倒的で，ユーロは 1.24％に過ぎ

ない．USD 対価取引への集中は銀行間取引で顕著で，USD/RUB が取引のほとんどを占め，ロシ

アでの媒介通貨がドルである状況が示されている25． 
ユーロ・エリア近隣以外の国：アメリカの銀行間スポット取引のほとんどがドル対価取引．ユ

ーロ対価取引の大半はUSD/EURで，EUR/非ドル取引は13.5％に過ぎないが，顧客取引より銀行間

取引でのシェアが高く，また2001年よりもシェアを上昇させた．日本の銀行間スポット取引では

ユーロ対価取引計がシェアを上昇させたが，大半はドルや円との取引で，その他の通貨との取引

は限定的である．ニュージーランドの銀行間スポット取引でもほとんどの取引がドル対価で，ユ

ーロ対価取引のほとんどがUSD/EURで，EUR/非ドル取引はほとんどない．インド，フィリピンの

銀行間スポット取引では自国通貨/ドルが取引の大半を占め，ほぼ全ての取引がドル対価であった．

ユーロ対価取引のほとんどがUSD/EURで，EUR/非ドル取引はごくわずかであった． 
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 このように各国別にスポット取引高を見ると，ドル・ゾーン，ユーロ・ゾーンの 2 つの通貨圏

（ドルやユーロを中心にドルかユーロとしか直接取引がない通貨で構成）と，いわゆる「二本足

通貨」（ドル，ユーロとも直接取引のある通貨．円，ポンド，CHF など）に分かれている状況が

見てとれる．このうち，ユーロ・ゾーンに含まれるのはユーロ・エリア近隣地域（チェコ，ハン

ガリー，スロベニア，スロバキア，デンマーク，スウェーデン）のみであろう．ここではスポッ

ト市場の対自国通貨取引における支配的な通貨はユーロとなっている．これら諸国の外為市場に

おいてユーロが媒介通貨の役割を果たしているであろうことがこの数値から読み取れる．つまり，

これら諸国において，自国通貨/EUR，EUR/その他通貨という形で，ユーロが為替媒介通貨として

機能しているとみてよい．また，自国通貨/EUR，EUR/USD のウェイトが高いことより，ドル・

ゾーン（ドル圏）との取引をユーロが媒介していると見られる．しかしながらそれ以外の地域，

ここで取上げたロシアやアジア太平洋地域では，スポット取引ではドルが圧倒的に高いシェアを

占め，為替媒介通貨としてのドルの地位が支配的であった． 
また，ユーロを導入していないヨーロッパの多くの国においてユーロが為替媒介通貨となって

いることは，為替媒介通貨としてのユーロの将来に結びつくわけではない．90 年代に西欧では，

マルクがドルに代わる為替媒介通貨となった．しかし，ユーロ登場後，マルクが為替媒介機能を

果たしていた取引の部分はユーロ・エリア出現により「国内」取引になった．前述のように，グ

ローバルレベルでの為替媒介通貨としてのユーロはマルクの果たした役割よりも後退した．さら

に，現在ユーロが為替媒介通貨の役割を果たしている多くの EU 新規加盟国は今後，ユーロ・エ

リアに含まれることになる．そこでのユーロ取引は「国内」取引となるだろう．よってもともと

ユーロは媒介通貨としては大きくなれないようになっている．ユーロ・エリアの地理的拡大はユ

ーロの国際的地位を向上させるわけではない． 
 
3.3 資金調達・投資通貨としてのユーロ 
 国際資本市場と外為市場における通貨の使用には相互作用があるとされる26．国際的な資金調

達・投資通貨としてのユーロの地位上昇は，ユーロの流動性増大につながりユーロでの取引コス

ト低下となる．これは外為市場におけるユーロの地位に影響を与える． 
 ユーロ建債務証券発行残高は 2004 年央には国際的発行残高の約 31%を占め，約 44％のドルを

追って 1999 年以降，拡大を続けた．ユーロ建国際債務証券の発行残高を地域別に見ると，ユーロ・

エリア近隣のヨーロッパ主体が最も大きなシェアを占める．対照的にアジア，ラ米，中東の途上

国の主体は比較的少ない．このうちアジア太平洋地域ではユーロ建債発行残高の上昇が見られた

が，残高に占めるユーロのシェアは他の地域よりも低い．一方，ユーロ建債の購入は主にイギリ

スやヨーロッパの投資家であったと見られた． 
 このように，国際資本市場におけるユーロの国際的役割はある程度，ユーロ・エリア自体によ

って動かされたものである．国際債務証券市場におけるユーロの国際化はユーロ・エリア近隣地

域に強く集中しており，特にその地域は非ユーロ・エリア EU 構成国や先進市場経済である．ま

た，ユーロ・エリア投資家は非ユーロ・エリア居住者によって発行されたユーロ建債券のかなり

の部分を購入しており，残りの世界にユーロで資金を供給している27．つまり，国際投資通貨とし

てのユーロの役割は，これまでその発行における役割ほど急速に成長していないことを示す．ユ

ーロ・エリアやその近隣地域ではユーロ建国際債取引の厚みはあるが，それ以外の地域では増大

しているとはいえない．国際資本移動の建値通貨としてのユーロの地位が，外為市場における対

顧客スポット取引におけるユーロ取引の厚みに結びついていないことと関連するであろう． 
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むすび 
 本稿では，ユーロの地域的国際通貨としての性格を，アンカー通貨機能，貿易契約・決済通貨

機能，為替媒介通貨機能から分析した．ユーロの国際通貨としての利用は次第に上昇しているが，

グローバルレベルでは依然，ドルが主要な国際通貨である．しかし，ユーロ・エリア近隣地域，

特に中・東欧地域においてユーロはドルを上回り，国際通貨となっている．アンカー通貨機能面

でのユーロの地位は主にマルクの地位継承であったが，近年，上昇が見られた．貿易契約・決済

通貨としてのユーロの使用は上昇しているが，第三国間貿易媒介という点では中・東欧地域に限

定的であり，また，マルクの地位より高いとは言えない．為替媒介通貨としては，ユーロはマル

クよりも後退した．今後，中・東欧の EU 新規加盟国が EMU に参加してユーロ・エリアが拡大す

ることで，ユーロを国際通貨とするユーロ・ゾーンは縮小することになる．西欧で為替媒介通貨，

EMS の基軸通貨として国際通貨となったマルクとは，ユーロは異なる状況にある． 
                                                        
＊本稿は科学研究補助金基盤研究 B1（課題番号 14330026，代表：田中素香中央大学経済学部教授）に

基づく研究成果の一部である． 
1 田中（2002），田中（2003），藤田（2003），岩田（2003）参照．また，拙稿（2003a）で，アンカー通

貨機能を中心とする地域的国際通貨としてのユーロを，外為取引高，為替相場制度，為替レート変動

の分析から確定した． 
2 特に，リトアニアがカレンシー・ボードの準備通貨をドルからユーロに変更したことや，ルーマニア

が管理フロート体制における準拠通貨をユーロとしたことはそうであったとされる．Solans (2003), p.5. 
3 ETZ とは，ユーロ・エリアのタイムゾーンや経度を取り囲む地域（中央ヨーロッパ時間-2/+3）に位

置する 81 カ国を指す Mazzaferro, Mehl, Aturm, Thimann, Winkler (2002), pp.6-9． 
4 アルバニア，ボスニアとヘルツェゴビナ，クロアチア，セルビアとモンテネグロで構成されるユーゴ

スラビア（国連ミッション支配下コソボ含む），マケドニア． 
5 ロシア，ベラルーシ，ウクライナ，モルドバ，グルジア，アルメニア，アゼルバイジャン，カザフス

タン．ロシアはウラル山脈の西に人口の 80％が住む．Mazzaferro, Mehl, Aturm, Thimann, Winkler (2002), 
pp.6． 
6 モロッコ，アルジェリア，チュニジア，リビア，エジプト，イスラエル，パレスチナ，レバノン，シ

リア，ヨルダン，イラク，イラン，サウジアラビア，アラブ首長国連邦，クウェート，バーレーン，

カタール，イエメン，オマーン． 
7 アンゴラ，ベニン，ボツワナ，ブルキナファソ，ブルンジ，カメルーン，ケープヴェルデ，中央アフ

リカ共和国，チャド，コモロ，コンゴ民主共和国，コンゴ共和国，コートジボアール，ドバイ，赤道

ギニア，エリトリア，エチオピア，ガボン，ガンビア，ガーナ，ギニアビサウ，ケニア，レソト，リ

ベリア，マダガスカル，マラウィ，マリ，モーリタニア，モーリシャス，マヨッテ，モザンビーク，

ナミビア，ニジェール，ナイジェリア，ルワンダ，サントメ＆プリンシぺ，セネガル，セイシェル，

シェラレオネ，ソマリア，南アフリカ，スーダン，スワジランド，タンザニア，トーゴ，ウガンダ，

ザンビア，ジンバブエ． 
8 IMF (2004) p.103. 
9 ECB (2005) pp.51-52. 
10 2004 年 7 月末時点で外貨準備保有上位国は，日本，中国，台湾，韓国，香港，インド，シンガポー

ルの順で，上位 7 カ国をアジア諸国が占めた．ドイツ，ロシア，アメリカはこれに続く．Bank of Korea, 
p.2．2002 年夏に行われた中央銀行準備資産管理に関するサーベイによると，アジアでは準備に占める

ユーロのシェアは低く，最大で 16％である．ECB (2003c), p.48． 
11 ECB(2005),p.54. 例えば，チェコの 2002 年の準備通貨に占めるユーロは 73.4%，ドル 26.6%（Czech 
National Bank, Annual Report 2002, p.50），スロバキアは 2004年 11月末時点でユーロ 73.06%，ドル 23.23%，

円 0.02%，その他（SDR と金を含む）3.68%（National Bank of Slovakia 
(http://www.nbs.sk/SDDS/DRNBSEN.HTM)），クロアチアはユーロ 70％,ドル 30％（ECB, 2005, p.54）と，

ともにユーロのシェアがドルの 2～3 倍であった． 
12 ECB (2005) p.55． 
13 1988 年から 1990 年にかけてドイツの対西欧諸国への輸出の 80%がマルク建で，ドルはほとんど使
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われていなかった．もっとも対米輸出に関してはマルク建は 62%と低下し，ドル建が 37%であった．
The Deutsche Bundesbank (1991), p.42. 
14ドル建は 37%．The Deutsche Bundesbank (1991), p.42. 
15 税関，財務省貿易統計（http://www.customs.go.jp/toukei/shinbun/trade-st/tuuka.htm） 
16 ECB (2003c), p.33. 
17 国際化率は，世界全体へのある通貨建輸出額を当該通貨発行国の輸出額で割って求められる．Bekx 
(1998), p.8, table 3． 
18 国際化率が 1 以上であるのは，英ポンド（1.1），仏フラン（1.0）．その他，伊リラは 0.8，蘭ギルダ

ーは 0.9，日本円は 0.6 であった．Bekx (1998), p.8. 原出は European Commission, DGⅡ D4. 
19 2004 年に EU に加盟した国のうち，キプロスとマルタは貿易契約に占めるユーロのシェアが低いが，

それぞれ英ポンド，ドルのシェアが高い．ECB (2003c), p.34. 
20 ECB (2005), p.36.  
21 韓国では貿易の 80%以上，オーストラリアでは 50%以上がドルで取引される．Goldberg and Tille 
(2005), p.20. 
22 Drejer and Hove(2004), p.88. 
23 Sveriges Riksbank (2004),p.30.この他，イギリスはドル対価取引のウェイトが 83％と高く，対自国通

貨取引に占めるシェアでもドルはユーロの 2 倍超である．ただしイギリスは後述のスイスと同様，主

要な国際金融センターの 1 つであることを考慮しなければならない． 
24 National Bank of Poland (2004b), p.4. 
25 ロシアではドル以外の通貨に対するルーブルの値は，ドルを元にしたクロスレートで求められる．
The Russian Academy of Sciences The Institute of Europe (1999), p.18. 
26 Portes (2002), pp.3-4. 
27 ECB (2005), pp.19-21. 
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